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（注１）私立には株式会社立大学（７校）を含む。（注２）通信教育のみを行う大学（私立５校（放送大学含む））及び短大（私立１校）を除く。（注３）学生募集停止をしている機関を含む。なお、大学、短大、高専の募集している機関数は以下のとおり。大学 国立：0 公立：13 私立：2 短大 国立：2 公立：10 私立：33高専 国立：0 公立： 3  私立：0
（出典）文部科学省「学校基本調査」
〔単位：校 （ ）内は構成比〕
（平成20年5月1日現在）
+170
+149
+178
+151
▲161
▲106
計 1,201 〔1,243 〕 752 〔586 〕 598 〔420 〕 385 〔595 〕 64 〔62〕
（％） (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)
国 立 141 〔181 〕 86 〔98〕 85 〔98〕 0 〔29〕 55 〔54〕
（％） (11.7%) (11.4%) (14.２%) (0%) (85.9%)
公 立 105 〔124 〕 75 〔57〕 65 〔37〕 24 〔62〕 6 〔5〕
（％） (8.7%) (10.0%) (10.9%) (6.2%) (9.4%)
私 立 955 〔938 〕 591 〔431 〕 448 〔285 〕 361 〔504 〕 3 〔3〕
（％） (79.5%) (78.6%) (74.9%) (93.8%) (4.7%)
短期大学 高等専門学校区 分 計 大 学 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕〔Ｈ9〕 うち大学院を置く大学〔Ｈ9〕
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（出典）文部科学省「学校基本調査」（注１）学生数には、「専攻科」「別科」「その他」の学生を含まない。（注２）上記の外、放送大学学園立の学生数が87,042人（含大学院）〔H９：65,981〕
（単位：人 （ ）内は構成比）
+90,556
+39,161
+44,434
+113,950
+103,262
▲257,400
▲234,352
計      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（％）      
国立            
（％）      
公立            
（％）      
私立            
（％）      
計 高等専門学校(4･5年次)短期大学（本科）大学(学部)小計区分 大学院〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕 〔Ｈ9〕
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文部科学省「学校基本調査」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計）より文部科学省作成但し、平成19年度は学校基本調査速報の数値
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Ｓ50年代前期計画 Ｓ50年代後期計画 Ｓ60年代計 Ｈ５年度以降計画 Ｈ12年度以降構想
●　18歳人口　＝　３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数●　進学率１　＝　当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18歳人口●　進学率２　＝　当該年度の大学・短大の入学者数　　　　　　　　　　　　　　18歳人口○　高校等卒業者数　＝　高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数○　現役志願率　＝　当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当該年度の高校等卒業者数○　収容力　＝　当該年度の大学・短大入学者数　　　　　　　　当該年度の大学・短大志願者数 進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）
収容力（大学＋短大）
現役志願率（大学＋短大）
大学：     47.2%短大：      6.5%高専４年次：0.9%専門学校： 21.7%
大学：51.8%短大： 6.9%
進学率２（大学＋短大）
高専４年次在学者数
大学：47.2%短大： 6.5%
����
53.7%
47.3%
▲38万人
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【全体の推移】
単位：学校数（％）
区　　分
20％未満 2 ( 0.4 ) 1 ( 0.2 ) 2 ( 0.4 ) 2 ( 0.4 )
20％以上30％未満 3 ( 0.5 ) 5 ( 0.9 ) 2 ( 0.4 ) 6 ( 1.1 )
30％以上40％未満 6 ( 1.1 ) 4 ( 0.7 ) 2 ( 0.4 ) 5 ( 0.9 )
40％以上50％未満 6 ( 1.1 ) 10 ( 1.8 ) 11 ( 2.0 ) 16 ( 2.8 )
小計 17 ( 3.1 ) 20 ( 3.6 ) 17 ( 3.0 ) 29 ( 5.1 )
50％以上60％未満 12 ( 2.2 ) 15 ( 2.7 ) 25 ( 4.5 ) 22 ( 3.9 )
60％以上70％未満 23 ( 4.2 ) 27 ( 4.9 ) 33 ( 5.9 ) 46 ( 8.1 )
小計 35 ( 6.4 ) 42 ( 7.6 ) 58 ( 10.4 ) 68 ( 12.0 )
70％以上80％未満 22 ( 4.0 ) 34 ( 6.2 ) 51 ( 9.1 ) 57 ( 10.1 )
80％以上90％未満 42 ( 7.6 ) 50 ( 9.1 ) 45 ( 8.1 ) 48 ( 8.5 )
90％以上100％未満 44 ( 8.0 ) 75 ( 13.6 ) 51 ( 9.1 ) 64 ( 11.3 )
小計 108 ( 19.6 ) 159 ( 28.9 ) 147 ( 26.3 ) 169 ( 29.9 )
100％以上(定員超過) 382 ( 70.5 ) 329 ( 59.8 ) 337 ( 60.3 ) 299 ( 52.9 )
合　計 542 ( 100.0 ) 550 ( 100.0 ) 559 ( 100.0 ) 565 ( 100.0 )
17年度 18年度 19年度 20年度
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（１） 国内の状況「学力低下」論議の高まり
OECDのPISA調査文部科学省・義務教育段階での全国的な学力調査大学生の学力への関心「分数ができない大学生－21世紀の日本が危ない－」「算数ができない大学生－理系学生も学力崩壊－」「大学全入」時代の到来、AO・推薦入試の普及産業界のコンピテンシー志向、基礎力重視
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「教育再生会議」の提言
「第二次報告」（2007年6月）
「第三次報告」（2007年12月）
○ 国は、民間機関による試験等により、学生の大学卒業程度の学力を認定する仕組みを検討する。
○ 学部教育については、・・・汎用的な基礎能力の到達度を測る仕組みの構築を促す。○ 大学は、卒業認定の厳格化と単位・進級の厳格化（GPA制度の導入など）を図る。また、学術関係団体や民間機関による学力検定の実施等の仕組みを作り、大学卒業程度の学力や能力の保証に資するようにする。
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���������������������������������������質の高い教育を提供する枠組みの構築、学生等の保護のために「政府」、「高等教育機関」等が取り組むべき事項を指針として提唱。２００４年４月以降３回の策定会合を経て、ガイドラインを採択。(ユネスコ(２００５年１０月)、ＯＥＣＤ(２００５年１２月))
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���������������������高等教育機関に関するポータルサイト作成のため、１８カ国程度が参加するパイロット･プロジェクトを実施。日本も参加。
����������������（分校、提携、ｅラーニングなど）
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米国・豪州等を発端に、世界各国においても「ディグリー・ミル（学位販売業者)」による学習者被害の問題が顕在化
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  米国・豪州等を発端に、世界各国においても「ディグリー・ミル（真正な学位と紛らわしい呼称を供与する者)」による学習者被害の問題が顕在化
（２）国際的な動向
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↓フィージビリティスタディの実施予定（2008年～2010年）↓渡海文部科学大臣が、参加する意志を表明
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	欧州29カ国の教育大臣が署名（2007年5月には46ヶ国に拡大）
＊ 実質的に、ほぼすべてが国立（州立）＊ 新規の大学設置は、ほとんどない
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 ³´µ¶·＊各国の質保証システムの中で、①機関の内部評価および外部評価の実施、②アクレディテーションを含む質の保証システムを構築＊欧州質保証ネットワーク（ENQA）において、欧州における質の保証におけるスタンダード、手続き、指針の開発、適切なピア・レビューの方策検討

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＜イギリス＞●高等教育制度検討委員会（デアリング委員会）の報告における勧告において“獲得すべきスキルの提示”
＜オーストラリア＞大学入学時と卒業時の知的能力の測定
＜アメリカ＞●ＡＡＣ＆Ｕ（全米カレッジ・大学協会）の報告書（2005年）において、教養教育のアウトカムについて合意●連邦教育長官諮問委員会の報告書において、学生の学習成果の測定、報告を要求
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平成９年度 0.0% 1.2%
26.8%
72.1%
一般入試 推薦入試アドミッション・オフィス入試 その他
（入学者計：583,616人） （420,634人）
（6,854人）
（156,128人）
平成19年度 0.6%6.9%
56.7%
35.7%
一般入試 推薦入試アドミッション・オフィス入試 その他
（入学者計：604,742人）
（216,043人）
（41,873人） （3,926人）
（342,900人）
（注）：１．「その他」：専門高校・総合学科卒業生選抜、社会人選抜、帰国子女・中国引揚者等子女選抜など（注）：２．アドミッション・オフィス入試は、平成９年度時点で実施状況を調査していないため、「その他」に含まれる。
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大学を抜本的に強化すべく、自主的な取組を促す戦略的支援が必要
 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大学に期待される役割・機能を十分に果たすために、教育研究の質の向上を図りつつ、各大学の自主的な判断により、それぞれの特色や個性を明確化することで、我が国の大学が多様化し、機能別に分化していくことを目指す。
 －世界的に魅力ある大学院の構築、－（２）大学の国際化の推進 －海外の有力大学等との連携強化、留学生・教員交流の充実－（３）地域振興の核となる大学システムの構築 －地域貢献、地域のニーズに対応した人材育成－（４）イノベーション（単なる科学技術ではなく合理的な思考力等を含む）の源泉となる学術研究の推進－競争的資金の拡充と審査・評価の充実、民間等からの奨学寄附金拡大、施設・設備の充実、若手研究者支援－
 
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高度の専門職業人養成（医師、法曹、ＭＢＡ等）
世界的な教育研究拠点(Center of Excellence)
総合的な教養教育（リベラル・アーツ）
幅広い職業人養成 地域の生涯学習拠点
社会への貢献（地域貢献、産学官連携、国際交流など）
高度化
①競争的環境の醸成
②安定的な基盤の確立
③機能分化の促進
○多様化と機能別分化（概念図）
大学改革の動向（今後の方向性）
大学教育の充実と大学の機能別分化【現状と課題】
○学生の知識・学習習慣の不足○学生の学習意欲の不足
【対応の方向性】
○補完教育の充実○優良なテキスト・教材の開発○学生の自主的な活動の推進
○実践的人材の産業界からの登用○インターンシップの充実
○大学の戦略に基づく大学間の連携・共同の取組○大学の戦略に基づいて資源投入の重点化○法科大学院間の連携・協同による教育水準の高度化
【具体の取組施策】
○国際的に卓越した教育研究を実施する大学院専攻の形成・「グローバルCOEプログラム」（345億円）
○産学連携によるスペシャリスト等人材育成・「先導的ITスペシャリスト等育成推進プラン」（25億円）
○国公私を通じた主体的な教育の質保証の優れた取組等への重点支援等・「学士力確保と教育力向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（96億円）・「社会人力育成のための学生支援プログラム」（35億円）・「組織的な大学院教育改革推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（90億円）
○ＯＥＣＤの高等教育における学習成果の評価への参加
○大学間のコンソーシアムによる優れた教育の実現
○一部国立大学博士課程の定員減
○高等専門学校の高度化再編
○大学の限られた資源が有効に活用されていない
○各授業、カリキュラムが体系的ではない（受け手の学生において総合化）○成績管理・評価が教員任せ
○社会のニーズに対応した実践的な教育内容が不足
○我が国の大学の教育研究についての国際的な評価が高くない
○分野別・形態別の教育活動の認証が行われていない
○大学本部によるカリキュラム関与の強化○教養教育についての履修コースの設定○大学院教育についてコースワークの充実等
○世界レベルの教育研究拠点の重点的な整備（特に米国に比肩しうる大学院教育の実現）
○大学関係者による主体的な分野別・形態別の教育の認証活動の奨励
○基盤的経費による支援 ・国立大学法人運営費交付金（特別教育研究経費） ・私立大学等経常費補助金（特別補助）
○教員の教育力向上の推進○成績評価の厳格化
・「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」 （80億円）・「法科大学院教育水準高度化事業」（5億円）
8（私立大学等経常費補助金）私立大学等の教育研究活動の活性化を促進するための助成
定員割れ大学等に対する助成の見直し（一般補助） ・各大学等の特色を活かせるきめ細かな支援（特別補助のゾーン化・メニュー化） １００，５２９百万円
定員割れ大学等については、経営改善を促す観点から、補助金の減額を強化。〔定員規模の適正化〕
平成２０年度予算額 ３２４，８６８百万円
※ 申請ゾーン毎に申請できるメニューを設定（メニュー群）○ 知の拠点としての地域貢献支援（地域の知の活性化支援など）○ 就学機会の多様化推進（９月入学【新規】など）○ 大学院教育研究高度化支援（大学院の基盤整備・拠点重点化支援など）○ 学部教育の高度化・個性化支援（教育・学習方法等改善支援など）○ 先端的学術研究推進（研究連携コンソーシアム形成支援など）○ 高度情報化推進（情報通信設備支援など）
＜一般補助＞２１３，５９７百万円 ＜特別補助＞１１１，２７１百万円
改善に取り組んでいる大学等に対する特別補助 ８００百万円
経営の効率化や学校規模の適正化など経営改善に取り組む大学等を支援。
大学の多様な機能分化を推進するため、複数のゾーンを選択可能（配分方法） 最も比重を置く機能（ゾーン）の項目：算定額の１００％そ れ 以 外 の 機 能 の 項 目 ：算定額の８０％
地域社会のニーズに応える教育の推進（申請ゾーン：Ａ）地域の知の拠点としての高等教育機関の地域貢献を支援
個性豊かで多様な教育の推進 教育研究活動の高度化・拠点の形成（申請ゾーン：Ｂ）個性豊かで多様な教育を行う大学等を支援 （申請ゾーン：Ｃ）科学技術基本計画等に対応した教育研究活動の高度化を図る大学を支援
（各申請ゾーン共通） ９，９４２百万円・新たな学習ニーズ等への対応 ・高等教育機関の質の確保 ・特定分野の人材養成

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私立大学等における経常的経費と補助金額の推移
18
9大学間連携により期待される成果
大 学 ・各地域の大学の強みを結集し、学際領域など多様で特色ある教育研究の推進や教育水準の高度化・標準カリキュラム、共通テキスト・教材の開発、相互認証など大学間相互の自主的な質保証を推進
学 生
地 域
・各地域で優れた教育研究を受ける機会が増加し、高等教育を受ける機会が実質的に拡大・学生間の交流・移動が促進され、一層の資質向上に期待
・各地域の大学と地域企業との連携が推進され、地域の活性化に資することが期待・連携により多様な生涯学習の機会が提供されるなど、社会貢献や地域住民の知的活動を推進
23
最近の動向 （連携協定の締結など）○京都大学、立命館大学薬工連携や基礎科学分野での共同研究、研究施設の共同利用を推進○関西学院大学、聖和大学平成２１年４月の合併を正式合意し、教育学部の新設や幼稚園からの一貫教育を実施○関西大学、大阪医科大学、大阪薬科大学医学・薬学・工学及び看護学を包含する生命科学系の共同学部の設置を目指す○名古屋市立大学、名城大学医療、理工学分野で共同大学院の設置を目指す○関西大学、早稲田大学教育・研究などの包括的な協定を締結（学部学生交流、ＩＴ授業、夏季セミナー、職員派遣など）○筑波大学、早稲田大学包括的な教育研究の連携協定を締結（例えば、医学と理工学の学士を取得する教育プログラム）○早稲田大学、東京農工大学先端健康科学分野に関する共同大学院の設置を目指す、単位互換や教職員の人事交流も視野○大阪府立大学、首都大学東京連携交流協定を締結（教育・研究活動における連携や人的交流を推進）○秋田県立大学、東京農工大学教育分野での単位互換制度の創設、プロジェクト研究やシンポジウムの共同実施など○秋田大学、秋田県立大学国際交流、産学官での連携、学生や教職員の相互交流、物品等の共同調達・利用など
（注）平成19年10月以降の新聞記事等をもとに文部科学省で作成
24
（全国大学コンソーシアム協議会ＨＰをもとに文部科学省で図表作成）
キャンパス・コンソーシアム函館
福島県高等教育協議会
f-Campus
首都圏西部大学単位互換協定会
横浜市内大学間学術・教育交流協議会
大学コンソーシアム石川
長野県大学連絡協議会
静岡県西部高等教育ネットワーク会議
愛知学長懇話会
大学コンソーシアムせと
ネットワーク大学コンソーシアム岐阜
大学コンソ－シアムあきた
大学コンソ－シアムやまがた
学都仙台コンソーシアム
大学コンソーシアムとちぎ
彩の国大学コンソーシアム
社団法人学術・文化・産業ネットワーク多摩
環びわ湖大学コンソーシアム
奈良県大学連合高等教育機関コンソーシアム和歌山
NPO法人南大阪地域大学コンソーシアム
財団法人大学コンソーシアム京都
大学コンソーシアムひょうご神戸
大学コンソーシアム大阪
鹿児島県内大学等間の授業交流協議会
高等教育コンソーシアム宮崎
高等教育コンソーシアム熊本
大学コンソーシアム長崎
ＮＰＯ法人大学コンソーシアムおおいた
西宮市大学交流協議会
相模原・町田大学地域コンソーシアム
北九州・下関高等教育機関会議
久留米学術研究都市づくり推進協議会
大学コンソーシアム山陰
教育ネットワーク中国
大学コンソーシアムやまぐち
大学ネットワーク静岡
全国４０団体
（平成２０年７月現在）
大学間連携の状況 （コンソーシアム等の大学間連携）
八王子市学園都市連絡会
大学ｺﾝｿｰｼｱﾑやまなし
大学コンソーシアム岡山
○戦略的な連携により事業目的を達成するための「大学間連携戦略」を策定、将来目標を含む具体的な戦略を明示○IT等を活用した教育研究設備のネットワーク構築（教育研究設備の新規整備と共用促進）○大学連携による共通・専門教育の先進的なプログラム開発（複数大学の共同による学位授与、連合大学院等）○地域の教育研究資源の結集による知の拠点としての機能を強化（産学官連携、豊富な生涯学習教育の提供、国際交流など）○大学間の連携による効率的かつ効果的な大学運営 （事務局機能の強化）
全国の各地域において、多様で特色ある大学間の戦略的な連携の取組を促進するため、今後３年間継続して支援
予算額概 要
「戦略的大学連携支援事業」の概要
平成20年度予算額30億円
事業内容
①大学連携による共通・専門教育の先進的なプログラム開発・教養教育の共同実施・主専攻・副専攻プログラムの構築・高大連携の共同実施②教育・研究設備の共同利用化・重点的な新規設備の整備と共有促進のためのＩＴによるネットワーク構築③地域の教育研究資源の結集・産学連携事業の一本化（研究者ｱｰｶｲﾌﾞｽ構築、共同研究、技術移転）・国際交流事業の一本化（留学生の受入、宿舎・就職支援）・生涯学習メニューの豊富化（サテライトキャンパス共同運営）④事務局機能の共有化・入試広報（ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ）、就職支援
【特定の教育研究分野で連携】カーエレクトロニクス分野の人材育成・組み込みシステム実習・インテリジェントカー統合システム講義・車載用知的情報処理講義・車載向けＬＳＩ設計演習 などライフサイエンス分野の人材育成・神経、内分泌、免疫の分野横断的なプロジェクト・大学の枠を超えた研究グループ・教員互換、学生の相互乗り入れ・若手研究者の国際化教育 など
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教育研究高度化型総合的連携型（地元型・広域型）
選定状況 申請件数９４件、選定件数５４件
10
「戦略的大学連携支援事業」選定取組 地域別分布図
地元型
北海道教育大学（北海道）
青森県立保健大学（青森）
秋田大学（秋田）
広域型
酪農学園大学（北海道）
岩手大学（岩手）
東北学院大学（宮城）
山形大学（山形）
高度化型 札幌医科大学（北海道）
地元型 東京慈恵会医科大学（東京）東京工業高等専門学校（東京）
広域型 千葉大学（千葉）武蔵工業大学（東京他）
高度化型
東京学芸大学（東京他）
電気通信大学（東京他）
一橋大学（東京）
政策研究大学院大学（東京他）
日本女子大学（東京）
北里大学（神奈川）
山梨大学（山梨他）
地元型 金沢医科大学（石川）
広域型
新潟青陵大学（新潟）
富山大学（富山）
金沢大学（石川）
福井県立大学（福井）
信州大学（長野）
地元型
滋賀医科大学（滋賀）
桃山学院大学（大阪）
神戸学院大学（兵庫）
広域型
京都府立医科大学（京都）
京都産業大学（京都）
関西学院大学（兵庫）
武庫川女子大学（兵庫他）
和歌山大学（和歌山）
高度化型 佛教大学（京都）龍谷大学（京都）
地元型
福岡大学（福岡）
佐賀大学（佐賀）
大分大学（大分）
広域型 鹿児島大学（鹿児島）
高度化型
北九州市立大学（福岡）
福岡工業大学（福岡）
福岡歯科大学（福岡他）
地元型 呉工業高等専門学校（広島）
広域型
岡山大学（岡山）
広島経済大学（広島）
香川大学（香川他）
高度化型 徳島文理大学（徳島他）愛媛大学（愛媛他）
地元型 名古屋工業大学（愛知）愛知県立大学（愛知）
広域型 名古屋市立大学（愛知他）日本福祉大学（愛知他）
高度化型 岐阜大学（岐阜）静岡大学（静岡）
北海道・東北 （８件）
関 東 （１１件）近 畿 （１０件）
中国・四国 （６件）
九州・沖縄 （７件）
信越・北陸 （６件）
東 海 （６件）
※全国各地域で ５４件【３４４大学等】の連携取組を支援 （注1） 代表校の学校名のみ（注2） 代表校の所在地分布（注3） 複数地域にまたがる場合は（ ）内に「他」と表記
【申請区分】・総合的連携型（地元型）・総合的連携型（広域型）・教育研究高度化型
27
大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム (平成20年度予算額 30億円）平成21年度要求額 80億円
○将来目標や連携効果などを含む具体的な「大学間連携戦略」を策定○大学、短期大学、高等専門学校が連携して行う取組を対象（自治体、学協会、大学団体等との連携を推進）○分野・形態に応じた教育内容・方法の開発や地域と一体となった地域活性化、人材養成を展開・充実

支援件数：１１０件（うち新規採択７０件）申請区分：総合的連携型（地元型／広域型）及び教育研究高度化型補助金額：１件あたり年間５千万円もしくは１億円以内支援期間：３年間以内審 査：有識者・専門家等で構成される選定委員会で審査

大学等の教育研究活動や大学運営等の連携協同
全国各地域や分野・形態に応じた多様で特色ある大学間の連携取組（教育研究、地域貢献、人材養成）が展開・充実分野・形態に応じた質保証のためのベンチマークづくりや、大学コンソーシアム等の形成に寄与
○各大学の教育研究資源の有効活用、大学の機能別分化を推進、個性・特色ある複数大学間の連携強化○中教審「学士課程教育の構築に向けて」等を踏まえた教育活動の質保証強化を図るための大学間連携を推進
大学間相互の自主的な質保証の活動を推進
大学教育充実のため、国公私を超えた大学間の戦略的な連携の取組を支援

◆連携による教育の質保証強化への取組を重点支援◆分野・形態に応じた教育の質向上の取組、地域と一体となった人材養成の取組において、標準コアカリキュラムの作成、共通テキスト・教材の作成、相互認証等での連携を推進

	 全国各地域において，大学間の連携により，各大学等の教育研究資源を有効に活用し，地域貢献等を推進するための取組が充実したものとなるよう支援する。
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Ａ大学Ｘ学部Ａ大学Ｘ学部
Ｂ大学Ｘ学部Ｂ大学Ｘ学部
Ａ開設の授業（７０単位）
Ｂ開設の授業（５４単位）
学位記
Ａ大学印
学位記
Ｂ大学印
学位記Ａ大学印Ｂ大学印
※他の構成大学における授業科目の履修を自大学の授業科目の履修とみなす。※授業科目を「自ら」開設（大学設置基準第19条）の特例
   ■学部段階の場合のイメージ
Ａ大学Ｘ学部Ａ大学Ｘ学部
学位記
Ａ大学印Ａ開設の授業（１２４単位）
Ｂ大学 Ｂ開設の授業（６０単位まで）
（参考）現行の単位互換
■制度の趣旨○経済・社会のグローバル化の中、大学は「知の拠点」として各地域の活性化への貢献とともに、国際的な大学間競争の中で新たな学際的・先端的領域への先導的な対応も必要。○このため、複数の大学がそれぞれ優位な教育研究資源を結集し、共同でより魅力ある教育研究・人材育成を実現する大学間連携の仕組みを整備するもの。（なお、本件は、中教審の将来像答申（H17年１月）、教育再生会議第二次報告（H19月６月）、骨太の方針2007（H19年６月）の提言を踏まえ、検討しているもの）
共同学部・共同研究科制度の概要
■今後のスケジュール平成20年９～１０月 中教審大学分科会への諮問・答申を経て設置基準等の改正平成21年 共同設置の認可申請等の手続き平成22年４月 共同学科・学部等の開設
12
事前・事後の評価の適切な役割分担と協調による質の保証
【基本的な考え方】 ○一定の事前評価は必要⇒設置認可制度の位置付けの一層の明確化と的確な運用○認証評価は事後評価の中核⇒認証評価制度の社会への早期定着と発展・充実

学問の進展・社会の変化に対応した機動的な組織改編を促進
大
学
文部科学大臣
学部等の新設
設置認可申請
認 可
学問分野を大きく変更しない学部等の設置届 出
時代の要請に柔軟に対応した教育研究体制づくり
改善勧告・変更命令等

大
学
文部科学大臣
大学の自主性に配慮し段階的に是正

自己点検・評価や第三者評価により継続的に教育研究水準を向上
文部科学大臣
大
学
評価機関
認証
公正性・適確性を審査大学の活動を定期的に評価評価
評価結果を公表
大学が社会による評価を受ける大学の主体的な改善を促進

大学設置・学校法人
審
議
会 大学設置・
学校法人
審議会
中央教育審議会


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中央教育審議会大学分科会の審議について
主に以下の検討事項の審議。（１）については「審議のまとめ」、（３）については「審議経過報告」を公表。 
	
①社会から信頼され，国際的に通用する教育，②社会の変化に的確に対応しつつ，教育の質を確保するシステムを目指して
  
	国際競争力のある大学院教育を目指して
→ 高等専門学校の制度及び教育の在り方について
 ­→ 今後の留学生交流の在り方に関する事項について→ 認証評価制度及び実施の在り方について
○ 学士課程教育の担う役割，養成する資質・能力の明確化○ 体系的な教育課程の確立と教育内容の改善方策 ○ 教育方法，成績評価等の質の充実方策○ 高等学校との接続の改善方策 ○ 大学教員の教育力の向上方策○ 地域・産業界との連携の推進方策 ○ 大学設置基準の見直し○ 認証評価（第三者評価）制度の定着・確立に向けた方策 ○ 自主的・自律的な質保証の取組の促進策
○ 「大学院教育振興施策要綱」のフォローアップ ○ 専門職大学院制度の確立と充実の方策
○ 高等専門学校教育の今後の在り方 ○ 高等専門学校教育充実の具体的方策
24
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学士課程教育の構築に向けて
大学のユニバーサル段階を迎え、国際通用性を備えた学士課程教育の構築を目指す
＋
基本的考え方
「競争」、「多様性」の追求 大学間「協同」、教育の質の「標準性」
○「３つの方針」に貫かれた教学経営（①学位授与方針、②教育課程編成・実施方針、③入学者受け入れ方針）○ＰＤＣＡサイクルの確立
大学で取り組むべき課題
１．学位の水準の維持・向上に向けた枠組みづくり２．教育内容・方法等の優れた実践を行う大学に対する重点的支援３．高等学校との接続の改善
具体的方策の柱
４．教職員の職能開発の推進５．質保証システムの整備・確立 等
36
・学士号が保証する能力の明確化（※各専攻分野を通じて培う「学士力」の参考指針を提示）・分野別の質保証の枠組みづくり（「学習成果」や到達目標の設定、コア・カリキュラム、教材の研究開発などに関し、日本学術会議と連携して対応）・「学習成果」の評価に関するＯＥＣＤの国際調査への対応

	 ­・「学習成果」の目標を明確に掲げ、その達成に向けた教育課程の体系化・構造化・学習時間の確保など単位制度の実質化に向けた教育方法の点検・見直し・学習意欲を高める双方向型の教育方法、体験活動の充実・出口管理の強化、多面的な成績評価（ＧＰＡ、学習ポートフォリオ、外部評価等）
・「大学全入」時代を迎える中での選抜方法の多様化（ＡＯ・推薦入試等）の検証・大学における入学者選抜方針の具体化・明確化に向けた取組の支援・「高大接続テスト（仮称）」の関係者間の研究の促進・大学における初年次教育の充実に向けた支援
	・全大学での充実したＦＤの実施と実質化に向けた体制整備（専門的人材の配置等）・ＦＤプログラムや教材等の開発の支援・教員の教育業績評価や大学院での大学教員の養成、他大学でのインターンの推進
¡¢£¤¥¦・教員組織、施設・設備等の在り方の見直し（大学設置基準等の見直し）・第三者評価制度の確立と分野別評価導入に向けた環境整備・大学別情報データベースの構築

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
	
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解するとともに、その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関連付けて理解する。
	
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能 日本語と特定の外国語を用いて、読み、書き、聞き、 話すことがきる。­ 自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析し、理解し、表現することができる。多様な情報を適正に判断し、効果的に活用することができる。情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる。問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、その問題を確実に解決できる。
自らを律して行動できる。他者と協調・協働して行動できる。また、他者に方向性を示し、目標の実現のために動員できる。¡自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。¢£¤¥
	¦§社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正に行使しつつ、社会の発展のために積極的に関与できる。¨©ª«卒業後も自律・自立して学習できる。
これまでに獲得した¬®¯°±²³´µ¶¤·¸¹¥º»º¼½¾¿·²À¶¤¾½²®
  ­ 
 
 
２６
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今後の行方
質保証に関する本格的な調査審議を実施
□ 評価システムの在り方の検討中教審大学分科会に「認証評価特別委員会」を設置
□ 「学習成果」の評価・測定に関する調査研究の推進ＯＥＣＤ国際調査のＦＳ（平成２０年～平成２３年）への対応
□ 分野別質保証の枠組みづくりについて、日本学術会議で審議→平成２３年を目途に成果をまとめ
15
○近年の高等教育の拡大や国際化の進展に伴い、高等教育の多様な質を評価することが重要になっている。政府や高等教育機関、質保証期間による学習成果の評価方法の改善に資するため、ＯＥＣＤにおいては、高等教育における学習成果の評価に関する国際的な検討の可能性を探るフィージビリティ・スタディを実施することを提案。○本年1月に東京で開催された「ＯＥＣＤ非公式教育大臣会合」において、渡海文部科学大臣（当時）がフィージビリティ・スタディに我が国が参加する意志があることを表明。
44
（Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ ｏｆ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｌｅａｒｎｉｎｇ Ｏｕｔｃｏｍｅｓ）
（１）実施分野①一般的技能（批判的思考力、分析的論理づけ能力、問題解決能力等）②分野別技能（工学及び経済学）③付加価値（高等教育機関による付加価値の評価方法に関する検討）④背景情報（学習成果の評価を間接的に示す指標に関する検討）（２）参加国・参加機関各分野について、約4カ国からそれぞれ１０機関程度の参加を予定（３）実施時期 学士課程修了直前（４）実施期間 ２００８年～２０１０年（５）参加表明国 これまでに、オーストラリア、韓国等7カ国が参加することを表明
経緯
構想概要
中教審にＡＨＥＬＯ作業部会を設置し、対応について検討着手
45
ＡＨＥＬＬＯのフィイジビリティ・スタディの実施領域
米国のを国際的に実施し、批判的思考力や分析的論理付け能力、問題解決能力、筆記コミュニケーションについて学習成果を測定
一般的技能
○ 教育支援審議会（CAE）（非営利民間団体）が実施（２０００年～）○延べ7万人が受験（07-08年度は２１０校が参加）○測定方法・実践的作業：一連の資料を検討し、実践的な作業を完成させる。知識や公式を暗記させるのではなく、情報を解釈・分析・統合する能力を問う。・分析的文章作業：複雑な概念を操作する能力、命題を検証する能力、妥当な理由や事例を伴う概念を指示する能力、一貫性ある論理を展開する能力、標準英語を記述する能力を問う。・試験はインターネット接続したコンピュータにより実施するとともに、SAT／ACT得点において同等の学生集団に期待される付加価値と比較して、どれだけ伸びたのか否かを評価○実施方法・1年生３００名を抽出し、１年生、２年生、４年生の３回受験させる一方、４年生１００名を別途サンプル抽出し、比較分析に活用
CLA（The Collegiate Learning Assessment）について
16
情報環境の整備と成績評価の厳格化－学習支援システムＤＵＥＴとＧＰＡ得点分布表－同志社大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
情報活用機会と学習意欲の相関関係に着目し、シラバス情報の充実、図書管理用促進方策、ＧＰＡ得点分布公表を中心としたキャンパスライフの情報環境整備に取り組み、図書館利用の奨励によって学生の自主的学習の促進するとともに、ＧＰＡ制度の活用等による成績評価の厳格化により教育の質の向上を図る。
●シラバス情報の活用・概要、授業計画の確認●学生個人別環境の活用・カリキュラム表、履修科目登録
学 生
●シラバス記載の徹底・科目の概要、授業計画、成績評価基準テキスト、参考文献
教 員
＜履修科目登録・閉講時＞シラバス情報の整備
学習支援システムＤＵＥＴ
●図書館利用・シラバス情報と目録検索ｼｽﾃﾑの連携●授業評価アンケート回答
●シラバス情報における参考文献の明記＜科目履修中＞図書館利用促進等 ●授業評価アンケート実施
●成績・学習成果の確認と分析
・成績通知表
●成績評価結果の分析＜科目履修終了時＞ＧＰＡ得点分布公表 ＜＜成績評価の厳格化へ＞＞
【有効性】
       
 
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シラバス情報の有効活用
「シラバス情報」アクセス数（４月） 2001年度比約３４倍
GPA導入    
   
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学習成果の自己評価
GPA得点分布アクセス数（1日）
2004年春比１３３％増      
  
  
  
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学習意欲の向上
図書貸出冊数(4,5月)
2001年度比
46%増
平成18年度選定
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ＡＨＥＬＬＯのフィイジビリティ・スタディの実施領域③
○当面は工学、経済学において実施し、将来的に対象教科を増やす方向で検討（我が国は、最も実現可能性が高い領域として、工学の分野別技能を中心に参加予定）
○既存の取組で参考となり得るものとして、米国のＧＲＥやＭＡＰＰ等が考えられる
分野別技能
○ＥＴＳ（Ｅｄｕｃａｔｉｏｎａｌ Ｔｅｓｔｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅ）が大学院入学志願者の選抜を目的として実施○約４０万人が受験（学士号授与者の約３割）○共通テスト（言語能力、数量的能力、批判的能力）○分野別テスト（生化学、細胞分子生物学、生物学、化学、コンピュータサイエンス、英文学、数学、物理学、心理学等の１５分野）
○ＥＴＳが学士課程前半の学生の一般教育の到達度を測定する目的で実施○１９８７年以来延べ１００万人以上が受験○選択式試験と小論文により、批判的思考、読解力、文章表現能力、数学的能力を評価
ＧＲＥ（Ｇａｄｕａｔｅ Ｒｅｃｏｒｄ Ｅｘａｍｉｎａｔｉｏｎ） ＭＡＰＰ（Ｍｅａｓｕｒｅ ｏｆ Ａｃａｄｅｍｉｃ Ｐｒｏｆｉｃｉｅｎｃｙ ａｎｄ Ｐｒｏｇｒｅｓｓ）
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ＡＨＥＬＬＯのフィイジビリティ・スタディの実施領域②
CHE
	するほか、学生層の社会経済的な構成や、学生自身の高等教育を受けた経験の感想、卒業生の労働市場での成果などの特性を測定
背景情報
・学術研究及び教育（学生交流、カウンセリング、eラーニング環境、学習環境と授業の評価）・設備（ITインフラ、図書館、コンピュータ室、図書・雑誌費、教室環境）・国際化指向（留学サポート）、キャリア指向（職業関連プログラム、実習のサポート）・研究（博士授与数、業績、外部資金獲得状況）、立地（スポーツ、住居費、大学規模）・総合評価（学習状況、教育研究環境に関する評判、研究に関する評判）
○財団等からの資金援助により独立機関としてドイツに創設（１９９４）され、高等教育に関する独自調査研究を実施○大手新聞社と連携した専攻別の大学ランキングの発表、学士課程修了後の雇用可能性に関する定期調査、大学の国際化プロセスを測定する指標の提示等に取り組む
CHE（Ｃｅｎｔｅｒ ｆｏｒ Ｈｉｇｈｅｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ）について
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基礎ゼミⅠ 基礎ゼミⅡ 基礎ゼミⅢ 付加価値ある専門教育
教科書の自前化
横糸（方法と技術） 再指導・再試験制度
授業復習データベース
縦糸（考える力）
自主自立を促すための面倒見ある教育
駒沢女子大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
【具体的内容】
教育方針である「自主自立を促すための面倒見ある教育」を具現化するため、動機付けと導入教育を一体化・体系化した「基礎ゼミⅠ・Ⅱ・Ⅲ」や「再指導・再試験制度」等の教育プログラムを機能的に組み合わせ、きめ細かな少人数指導を行うことにより、学生の学修意欲の確立と増進を図り、学生の意識を「受信型」から自主自立的な相互コミュニケーションを指向する「発信型」へ転換する。
●基礎ゼミⅠ・Ⅱ・Ⅲ・一年次の必修科目、学力を均一化する。
【教育上の効果】
・一教室２０名程度の少人数クラス編成。・学科別の特色を生かした授業内容。
●不可価値ある専門教育プログラム・特定のテーマに対して種々の専門分野からアプローチする学際的・学科横断的な教育方法。●教科書の自前化・担当する授業科目の教科書を担当教員自身が作成し、大学として統一的・組織的に発行する。・オリジナル自前教科書４０冊以上（平成18年度現在）
●再指導・再試験制度・必修科目の再試験実施までの間、学習指導を再度実施するなど、理解度の向上を目指す。●授業復習データベースシステム・講義内容を録画し、図書館で学生が閲覧可能。自前教科書とセットで運用することで、学生ニーズに即した自習・復習等が可能な「面倒見あるきめ細やかな教育を実現。
・ＦＤ活動の一環として実施している「学生による授業評価」の結果から、自前教科書と授業録画をスタートした授業を対象に、１７年度とそれ以前の授業評価を比較すると、授業の満足度、理解度等が向上している。（「点検評価改善委員会」との連携のもと、積極的なＦＤの工夫改善の成果があらわれている）
平成18年度選定
全学生参加型の一年次教育の実践－「一年次セミナー」の組織的展開－玉川大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
【一年次教育プログラム】
全学部入学生を対象とした一年次教育科目を必修として開講し、学生が自覚をもって有意義な大学生活を送り、自律した社会人になることを支援。
①大学生としての学問の重要性を理解し、規則正しく計画的に学習する習慣を身につける②大学で学ぶうえでのアカデミック・スキルを身につける③卒業までの学習見通しと卒業後の将来設計を立てる④大人としての健全な生活習慣を身につける
目標を達成させるためのプログラム内容を網羅した教科書「大学生活ナビ」を作成。
●独自教科書の作成
●学生が考え、発言する授業授業は学生に考えさせ、発言させることを念頭においた双方向的授業を実施。教員間で授業方法に違いが生じないよう、「授業方法研究会」を定期に開催。●学習記録の徹底「学習記録」ノートに、事前学習、当日の授業内容、学習の成果の記録を徹底。●担当教員全員に研修を義務づけ
【コア・ＦＹＥ教育センターの設置】
項目 主な業務・教科書及び授業教材の作成・全学共通シラバス、中間・期末試験問題の作成・講演会、研修会の企画、開催・担当者指導マニュアルの選定、作成・学生による授業評価アンケートの実施、分析・「学習記録」ノートの記載内容の分析・国内外の学会、研究会への参加及び教員の派遣・一年次教育に関する研究及び情報収集
授業
担当教員
評価
研究
2004年度の対象者は1,600人であったが、そのうち130名が一年次教育の試行授業「学生と大学」を受講した。Aが受講者でBは非受講者のGPAである。文学部を例にした場合、2004年春学期から2005年春学期まで3期続けて受講者のGPAが非受講者のGPAを上回っている。
【効果】
2004春 2004秋 2005春Ａ 2.44 2.51 2.47Ｂ 2.43 2.45 2.43Ａ 2.82 2.72 2.74Ｂ 2.43 2.40 2.40Ａ 2.50 2.58 2.43Ｂ 2.49 2.40 2.28Ａ 3.43 3.37 3.27Ｂ 2.89 2.94 2.87Ａ 2.92 2.83 2.68Ｂ 2.70 2.66 2.62Ａ：受講者、Ｂ非受講者
教育学部
芸術学部
文学部
農学部
工学部
平成18年度選定
工学系数学基礎学力の評価と保証
－グローバルスタンダードをめざして－広島大学、山口大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
【具体的内容】
学部教育における「基礎学力の強化」、「成績評価厳格化」、「質保証、自己点検・評価の充実」などの実現する具体的方策として、工学系数学基礎学力の評価・保証プロセス（ＰＤＣＡサイクル）を構築し、これをグローバルスタンダードとすることを目指す。
●ステップ１（Ｐ：Plan）【基礎分野、授業項目、達成目標の提示】工学系数学教育の基礎分野とその授業項目を選定し、学習達成目標を提示する。さらに、評価基準として、達成度を導入する。
【教育上の効果】

●ステップ２（Ｄ：Do）【統一試験（マークシート方式）の実施】
●ステップ３（Ｃ：Check）【基礎学力、達成度の判定・評価】成績、達成度等により、学生の数学基礎学力を客観的に評価する。
●ステップ４（Ａ：Act）【教育へのフィードバック】成績分析に基づき、統一試験の改善、および工学系数学教育に関する効果の評価、方法、内容の点検と改善を行う。
・工学者としてのレベルアップ論理的思考力、モデル化能力の強化・確実な数学学力と客観的達成度の獲得全国どこでも通用する数学基礎学力の評価

	・教育効果測定のための客観的方法の獲得・学生の基礎学力の客観的な評価機能の獲得
質保証のための自己点検・評価の充実、基礎学力が保証された人材育成
・数学教育の自己改革機能の獲得
2004 2005 2006 2007
受験者数 292 1,049 2,144 2,396
※受験者数には他大学受験者を含む。
（教育効果の評価、内容の点検と改善）
学生に対し、達成目標に基づく統一試験を実施する。（工学系数学統一試験）
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○学士力の確保や教育力向上のための各大学の実践を促し、達成目標を明確にした効果的な優れた取組を支援○教育の質保証のための以下の事項に関する取組を公募・テキスト・教材等の開発・作成 ・単位の実質化にむけた学習支援・成績評価の厳格化 ・総合的な英語学習・新入生の補完教育 ・教職員の職能開発 など○総合的な取組に対しては、「特別推進枠」を設け重点支援○公募に際し、各大学は取組毎に達成目標を設定し、達成状況を評価○選定取組については、広く社会に情報提供

新規公募：２００件程度補助金額：年間２千万円以内特別推進枠は年間４千万円以内支援期間：３年間以内審 査：有識者・専門家等で構成される選定委員会で審査

学士力の確保や教育力向上のための各大学の取組を支援
必要性

	：「学士課程で身に付ける学習成果（「学士力」）の達成等を目指し，各大学等において教育内容・方法の改善を進めるとともに，厳格な成績評価システムを導入するよう優れた取組を支援する。また，教員の教育力の向上のための実効ある取組を全大学等で展開していくよう優れた取組を支援する。」
学士力確保と教育力向上プログラム 平成２１年度要求額 ９６億円(新規)
○中教審「学士課程教育の構築に向けて」等を踏まえ、が必要「大学全入」時代を迎え、学生の知識・学習習慣・学習意欲の多様化に対応する必要教育の質保証を行うため、優良なテキスト等の開発、成績評価の厳格化、教員の教育力向上等が重要○社会の発展を支える、教養と専門性を備えた知性豊かな人間を育成することが重要
大学、短期大学、高等専門学校

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ＦＤ／ＳＤ／ＴＡＤ三位一体型能力開発
愛媛大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
ファカルティ・ディベロップメント（教員研修）、スタッフ・ディベロップメント（職員研修）、ティーチングアシスタント・ディベロップメント（ＴＡ研修）を連携させながら実施し、教員・事務職員・ＴＡが一体となって能力開発に取り組むことにより、教育の質の向上を目指す。
【具体的内容】●系統性のある能力開発プログラム ●個別ニーズに対応したコンテンツ
参加者の継続的な学びを促進するために、段階別・目的別に内容構成を５段階に設定。 個別の能力に対応できるよう、多様なプログラムを提供。また、個々の教員には授業ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ、個々の学部・学科にはｶﾘｷｭﾗﾑｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ、学部FD担当者には能力開発ｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝをサービス提供。
【取組の効果】
ＦＤ ＳＤ ＴＡＤ
TA研修（共通教育）TA研修（専門研修）
教育ワークショップ 新人研修プログラム接遇マナー研修 TAワークショップ
ﾚﾍﾞﾙⅢ［応用・発展］ 授業コンサルティング・サービス公開授業 中堅職員研修（プロジェクト研修）SDスキルアップ講座 スタディ・ヘルプ・デスク実習
教育実践シンポジウム発表 教育学生支援部タスクホース
ﾚﾍﾞﾙⅤ［支援・指導］
教育ワークショップ講師FDスキルアップ講座講師授業コンサルタントファカルティ・ディベロッパー講座
SDスキルアップ講座講師 TAコーディネーター研修
FDスキルアップ講座
ﾚﾍﾞﾙⅡ［基本習得］
大学教育実践ジャーナル投稿
ﾚﾍﾞﾙⅣ［創作・発展］
新任教職員研修オリエンテーション
FD/SDセミナー
教育改善のための学生とのワークショップ
ﾚﾍﾞﾙⅠ［導入］ ●持続可能な能力開発システム
研修の講師を学内で育成する持続システムを採用。外部講師に全面的に依存せず、学内の教職員を積極的に講師に登用することで、本学の実体に即した研修の実施が可能。●ネットワークを重視した能力開発
学内の全学組織である教育企画室と各学部に所属する教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ・研究員と連携。教育企画室が事務局となり大学間ＦＤネットワーク中四国を形成し、プログラムの共同開発、講師の相互派遣等で他大学と連携。
研修受講者の声 （アンケート調査結果）・学生がノートを書き写しているときに教員は何をするかということが参考になった。・グループワークの具体的な進め方に関して理解することができた。・専門を異にする他学部の教員と専門外のシラバスを作る作業は、様々な考え方や物の見方に触れることができ、刺激に満ちたものだった。
・他学科の大学院生と交流を深めながら自己分析・プレゼン練習などを経て他人を納得させれるような話し方の基礎が身についた。・予想していたＴＡ研修内容よりずっと深い内容を学べた。
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ＩＴによる経済学部教育の標準化と質保証
－基礎学力と勉強意欲の低下に対処する自学自習システムと「経済学基礎知識１００題」－名古屋学院大学（特色ＧＰ選定取組）【取組概要】
【具体的内容】
学生の学力・勉学意欲の低下に対応するため、いつでもどこでも繰り返し予習復習や試験勉強ができる自学自習システムに経済学部コアカリキュラムと連動する「経済学基礎知識１０００題」を作成することにより、学生の自主的勉学意欲の向上させるとともに教育内容の標準化と質保証、学習データに基づく教育の改善を促進する。
●教育効果を上げる工夫 ●学生の人間的成長を促す工夫
	
●充実した学習をサポートする工夫・基礎教育センターに社会経済担当の大学院生メンターを配し気軽に相談や質問ができる体制を整備。
教員間で教えるべき内容の範囲設定および調整が容易に行えるため学部教育の標準化が実現。 ­経済学基礎知識1000題を授業科目と対応させ授業単元に合わせた予習・復習が可能。
正答率やランキングをシステム上に表示させることにより、積極的な学習インセンティブにつながる。学生の学習履歴データ（学習頻度、正誤率、ランキング等）に基づく授業改善、個別指導。
ランキングやスコアの表示により、達成感、満足感を実感。やる気や競争心の芽生えを期待。
●自学自習システムの活用
【取組の効果】
学生の評価 （アンケート調査結果）■自学自習は学習の役に立ちましたか？とても役立つ 57%、まあまあ役立つ 33%、わからない 7% ■講義内容と自学自習の連動をどう思いますか？とてもよい 55%、まあ良い 34%、わからない 8%
教員の評価 （アンケート調査結果）■基本的な知識事項を確認するにはきわめて有効。定期試験でも重宝。■試験対策を怠りがちな学生の利用も多くなり、学習意欲が向上した。
平成18年度選定
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大学教育の水準の維持・向上を図りつつ、様々なニーズに適応する大学教育の実現の方策について検討
国際的・歴史的に確立されてきた大学制度の本質、とりわけその団体性や自律性を踏まえつつ、一人ひとりの学生のニーズに応じた大学教育が提供され、その質保証がよりきめ細かく行われるよう、「学位プログラム」を中心とする仕組みの導入の是非について、人的・物的環境の在り方を含めて検討
近年の情報通信技術の進展を踏まえた通信制と通学制の取扱いなど、大学における多様な現状に合致した制度及び教育の在り方について検討
 ­
	
・
・
・
※「現在は、大学は学部・学科や研究科といった組織に着目した整理がなされている。今後は、教育の充実の観点から、学部・大学院を通じて、学士・修士・博士・専門職学位といった学位を与える課程（プログラム）中心の考え方に再整理していく必要がある」（将来像答申）
61

「中長期的な大学教育の在り方について」中央教育審議会に諮問（H20.9.11)
平成20年度から24年度までの「5年間を高等教育の転換と革新に向けた始動期間として位置付け、中長期的な高等教育の在り方について検討し、結論を得ることが求められる」（教育振興基本計画）
背景
（１）社会や学生からの多様なニーズに対応する大学制度及びその教育の在り方について（２）グローバル化の進展の中での大学教育の在り方について（３）人口減少期における我が国の大学の全体像について
諮問事項
教育課程に関する全学組織 大学本部学長
教学担当副学長
教員組織（デパートメント等）学位プログラム（履修分野、教育内容、形態等に応じて編成）
○教育目標（習得すべき知識・技能）○授業科目群（体系性・順序性）【学士力を保証】
プログラム責任者（プログラムに関する統括）
学生（大くくりに編成された組織に所属し、教育プログラムを選択）
・履修指導・学習支援、モニタリング・キャリア形成支援
全学的な教学経営の責任者学位プログラムへの助言・調整
専門分野に応じて組織（教授会）・教員人事・教育研究活動 等
協力
学生支援組織（アドバイｻﾞｰ等）
全学的なカリキュラムの調査研究・開発学習支援方法の開発ＦＤの支援
支援
入学選抜組織（ＡＯ）
・入学者選抜の企画・実施
協力
学生の所属組織と分離
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